
岩手県訓令第６号 

知事部局  

労働委員会事務局  

収用委員会事務局  

 岩手県知事部局行政組織規則の一部を改正する規則の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令を次のように定める。 

  令和３年３月30日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

   岩手県知事部局行政組織規則の一部を改正する規則の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令 

 （建設委員会規程の一部改正） 

第１条 建設委員会規程（昭和30年岩手県訓令第26号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （組織）  （組織） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 委員は、岩手県知事部局行政組織規則（平成13年岩手県規

則第46号）第５条に規定する部局等（県土整備部、復興局及

びＩＬＣ推進局を除く。以下同じ。）の長をもって充てるほ

か、必要と認める者を知事が任命する。 

３ 委員は、岩手県知事部局行政組織規則（平成13年岩手県規

則第46号）第５条に規定する部局等（県土整備部及びＩＬＣ

推進局を除く。以下同じ。）の長をもって充てるほか、必要

と認める者を知事が任命する。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

 （幹事会）  （幹事会） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 幹事長は県土整備部河川港湾担当技監をもって充て、幹事

は次に掲げる者をもって充てる。 

２ 幹事長は県土整備部河川港湾担当技監をもって充て、幹事

は次に掲げる者をもって充てる。 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 

  (４) 復興防災部復興危機管理室管理課長 

 (４) ［略］  (５) ［略］ 

 (５) ［略］  (６) ［略］ 

 (６) ［略］  (７) ［略］ 

 (７) ［略］  (８) ［略］ 

 (８) ［略］  (９) ［略］ 

 (９) ［略］  (10) ［略］ 

 (10) ［略］  (11) ［略］ 

 (11) ［略］  (12) ［略］ 

 (12) ［略］  (13) ［略］ 

 (13) ［略］  (14) ［略］ 

 (14) ［略］  (15) ［略］ 

 (15) ［略］  (16) ［略］ 

 (16) ［略］  (17) ［略］ 

 (17) ［略］  (18) ［略］ 

 (18) ［略］  (19) ［略］ 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 



備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （公印規程の一部改正） 

第２条 公印規程（昭和30年岩手県訓令第33号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条、第８条関係） 別表（第２条、第８条関係） 

 公 印 

管守機関 備 考 

  公 印 

管守機関 備 考 

 

 

種 類 
ひ な

形 

大きさ（

ミリメー

トル） 

 

種 類 
ひ な

形 

大きさ（

ミリメー

トル） 

 

  ［略］       ［略］     

 知事印  ［略］ 法務・情報公開課長

並びに本庁各部局等

の主管室課の管理課

長（復興局にあって

は、復興推進課総括

課長）及び出納局総

務課総括課長 

   知事印  ［略］ 法務・情報公開課長

並びに本庁各部局等

の主管室課の管理課

長及び出納局総務課

総括課長 

  

 

  ［略］       ［略］     

 本庁各部

局等長等

印 

 ［略］ 当該部局等の主管室

課の管理課長（復興

局にあっては、復興

推進課総括課長）及

び出納局総務課総括

課長 

   本庁各部

局等長等

印 

 ［略］ 当該部局等の主管室

課の管理課長及び出

納局総務課総括課長 

  

  ［略］       ［略］     

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （職員の勤務時間に関する規程の一部改正） 

第３条 職員の勤務時間に関する規程（昭和38年岩手県訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（総務部総合防災室等に勤務し、特殊な職務又は業務に従事

する者の勤務時間の割振り） 

（復興防災部消防安全課等に勤務し、特殊な職務又は業務に

従事する者の勤務時間の割振り） 

第９条 総務部総合防災室、県南広域振興局農政部北上農村整

備センター、食肉衛生検査所、県民生活センター、福祉総合

相談センター、児童相談所、漁業取締事務所、農業研究セン

ター、水産技術センター又は花巻空港事務所に勤務し、次に

掲げる職の職務又は業務に従事する者で所属長の指定するも

のの勤務時間の割振りは、所属長の定めるところにより、１

週間のうち５日について、勤務１日につき休憩時間を除き７

時間45分とする。ただし、業務の都合上やむを得ないときは

第９条 復興防災部消防安全課、県南広域振興局農政部北上農

村整備センター、食肉衛生検査所、県民生活センター、福祉

総合相談センター、児童相談所、漁業取締事務所、農業研究

センター、水産技術センター又は花巻空港事務所に勤務し、

次に掲げる職の職務又は業務に従事する者で所属長の指定す

るものの勤務時間の割振りは、所属長の定めるところにより

、１週間のうち５日について、勤務１日につき休憩時間を除

き７時間45分とする。ただし、業務の都合上やむを得ないと



、１週間のうち６日について、勤務１日につき休憩時間を除

き７時間45分の範囲内で、別に割り振ることができる。 

きは、１週間のうち６日について、勤務１日につき休憩時間

を除き７時間45分の範囲内で、別に割り振ることができる。 

 (１)～(９) ［略］  (１)～(９) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （職員服務規程の一部改正） 

第４条 職員服務規程（昭和40年岩手県訓令第24号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (１)・(２) ［略］  (１)・(２) ［略］ 

 (３) 所属長 次の表の左欄に掲げる職員の区分に従い、同

表の右欄に掲げる者又はその職務を代理する者をいう。 

 (３) 所属長 次の表の左欄に掲げる職員の区分に従い、同

表の右欄に掲げる者又はその職務を代理する者をいう。 

  ［略］    ［略］  

 ３ 本庁の室の職員（室長並び

に地域企画監、国際監、総括

新型コロナウイルス感染症対

策監、医師支援推進監、競馬

改革推進監及び県産米戦略監

の担当区分にある職員を除く

。） 

 ［略］   ３ 本庁の室の職員（室長並び

に地域企画監、医師支援推進

監、競馬改革推進監及び県産

米戦略監の担当区分にある職

員を除く。） 

 ［略］  

 ４ 本庁の職員で前３項に掲げ

る職員以外のもの 

総括課長、総括調査

監、総務事務センタ

ー所長、地域企画監

、国際監、総括新型

コロナウイルス感染

症対策監、医師支援

推進監、競馬改革推

進監又は県産米戦略

監 

  ４ 本庁の職員で前３項に掲げ

る職員以外のもの 

総括課長、総括調査

監、総務事務センタ

ー所長、地域企画監

、医師支援推進監、

競馬改革推進監又は

県産米戦略監 

 

  ［略］     ［略］   

 ６ 広域振興局の室の職員（産

業振興室長、納税室長、課税

室長、県税室長、保健福祉室

長及び農業振興室長、盛岡広

域振興局農政部八幡平農業改

良普及室長及び県南広域振興

局の農業改良普及室長以外の

農業改良普及室長、県南広域 

 ［略］   ６ 広域振興局の室の職員（復

興推進室長、産業振興室長、

納税室長、課税室長、県税室

長、保健福祉室長及び農業振

興室長、盛岡広域振興局農政

部八幡平農業改良普及室長及

び県南広域振興局の農業改良

普及室長以外の農業改良普及 

 ［略］  



 振興局農政部農村整備室長以

外の農村整備室長、林務室長

、管理用地室長、道路河川室

長、建築住宅室長並びに普及

サブセンター及び林務出張所

の職員を除く。） 

   室長、県南広域振興局農政部

農村整備室長以外の農村整備

室長、林務室長、管理用地室

長、道路都市室長、流域治水

室長、建築住宅室長並びに普

及サブセンター及び林務出張

所の職員を除く。） 

  

 ７ 広域振興局の地域振興セン

ター、総務センター、県税セ

ンター、保健福祉環境センタ

ー、農林振興センター（普及

サブセンター及び林務出張所

を除く。）、農村整備センタ

ー、水産振興センター及び土

木センター（整備事務所及び

ダム建設事務所を除く。）の

職員（５の項及び前項に掲げ

る職員を除く。） 

 ［略］   ７ 広域振興局の地域振興セン

ター、総務センター、県税セ

ンター、保健福祉環境センタ

ー、農林振興センター（普及

サブセンター及び林務出張所

を除く。）、農村整備センタ

ー、水産振興センター及び土

木センター（整備事務所を除

く。）の職員（５の項及び前

項に掲げる職員を除く。） 

 ［略］  

 ８ 広域振興局の職員で整備事

務所、ダム建設事務所、普及

サブセンター及び林務出張所

の職員であるもの 

整備事務所長、ダム

建設事務所長、普及

サブセンター所長又

は林務出張所長 

  ８ 広域振興局の職員で整備事

務所、普及サブセンター及び

林務出張所の職員であるもの 

整備事務所長、普及

サブセンター所長又

は林務出張所長 

 

  ［略］     ［略］   

 10 ［略］  ［略］   10 ［略］  ［略］  

     10の２ 東日本大震災津波伝承

館の職員で館長、副館長及び

総務課の職員（総務課長を除

く。）以外のもの 

副館長  

     10の３ 東日本大震災津波伝承

館の職員で総務課の職員（総

務課長を除く。） 

総務課長  

 11 ［略］  ［略］   11 ［略］  ［略］  

  ［略］     ［略］   

 16 ［略］  ［略］   16 ［略］  ［略］  

 16の２ 東日本大震災津波伝承

館の職員で館長、副館長及び

総務課の職員（総務課長を除

く。）以外のもの 

副館長      

 16の３ 東日本大震災津波伝承

館の職員で総務課の職員（総 

総務課長      



 務課長を除く。）       

 17 ［略］  ［略］   17 ［略］  ［略］  

  ［略］     ［略］   

（職務専念義務免除） （職務専念義務免除） 

第７条 職員は、職務に専念する義務の特例に関する条例（昭

和26年岩手県条例第５号。以下「特免条例」という。）第２

条の規定に基づいてその職務に専念する義務の免除の承認を

受けようとするときは、職務専念義務免除申請書（様式第５

号）を所属長を経由して秘書課、総務室、企画室若しくはＩ

ＬＣ推進局企画総務課の管理課長、復興局復興推進課総括課

長、出納局総務課総括課長、労働委員会事務局審査調整課総

括課長又は収用委員会事務局長（以下「管理課長等」という

。）に提出しなければならない。ただし、短時間等の場合で

別に定めるものについては、職務専念義務免除承認整理簿（

様式第６号）に所要事項を記入して所属長の承認を受けるこ

とにより（電磁的方法を使用する場合にあっては、別に定め

る方法により）、職務専念義務免除申請書の提出を省略する

ことができる。 

第７条 職員は、職務に専念する義務の特例に関する条例（昭

和26年岩手県条例第５号。以下「特免条例」という。）第２

条の規定に基づいてその職務に専念する義務の免除の承認を

受けようとするときは、職務専念義務免除申請書（様式第５

号）を所属長を経由して秘書課、総務室、復興危機管理室、

企画室若しくはＩＬＣ推進局企画総務課の管理課長、出納局

総務課総括課長、労働委員会事務局審査調整課総括課長又は

収用委員会事務局長（以下「管理課長等」という。）に提出

しなければならない。ただし、短時間等の場合で別に定める

ものについては、職務専念義務免除承認整理簿（様式第６号

）に所要事項を記入して所属長の承認を受けることにより（

電磁的方法を使用する場合にあっては、別に定める方法によ

り）、職務専念義務免除申請書の提出を省略することができ

る。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

 （当直管理者）  （当直管理者） 

第20条 当直に関する事務は、次の各号に掲げる機関の区分に

応じ、当該各号に定める者（以下「当直管理者」という。）

がそれぞれ管理する。 

第20条 当直に関する事務は、次の各号に掲げる機関の区分に

応じ、当該各号に定める者（以下「当直管理者」という。）

がそれぞれ管理する。 

 (１) 本庁 総合防災室長  (１) 本庁 防災課総括課長 

 (２)・(３) ［略］  (２)・(３) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （非常事態の措置）  （非常事態の措置） 

第30条 当直員は、県若しくは職員に関する重大な事件が発生

したとき、又は庁舎及びその付近に火災その他の災害が発生

したときは、次に掲げる者にその掲げる順序により直ちに連

絡してその指揮を受けるとともに、必要があるときは、臨機

の措置をとらなければならない。 

第30条 当直員は、県若しくは職員に関する重大な事件が発生

したとき、又は庁舎及びその付近に火災その他の災害が発生

したときは、次に掲げる者にその掲げる順序により直ちに連

絡してその指揮を受けるとともに、必要があるときは、臨機

の措置をとらなければならない。 

 (１) ［略］  (１) ［略］ 

 (２) 総務部長及び当該事件に最も関係の深い部局等の長又

は出納局長 

 (２) 復興防災部長及び当該事件に最も関係の深い部局等の

長又は出納局長 

 (３)・(４) ［略］  (３)・(４) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （道路監理員規程の一部改正） 

第５条 道路監理員規程（昭和46年岩手県訓令第16号）の一部を次のように改正する。 



改正前 改正後 

（道路監理員） （道路監理員） 

第２条 道路監理員は、県土整備部道路環境課に勤務する職

員及び次の表の左欄に掲げる部又は所に勤務する職員のう

ち、それぞれ同欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める

職員をもって充てる。 

第２条 道路監理員は、県土整備部道路環境課に勤務する職

員及び次の表の左欄に掲げる部又は所に勤務する職員のう

ち、それぞれ同欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める

職員をもって充てる。 

 部又は所 職 員   部又は所 職 員  

 広域振興局土木

部 

部長、管理用地室長、道路河川室長、

調整課長、管理課長、道路整備課長、

道路環境課長、道路河川環境課長その

他の道路管理に関する事務（用地に係

る事務を除く。）を担当する職員 

  広域振興局土木

部 

部長、管理用地室長、道路都市室長、

調整課長、管理課長、道路整備課長、

道路環境課長、道路河川環境課長その

他の道路管理に関する事務（用地に係

る事務を除く。）を担当する職員 

 

  ［略］     ［略］   

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （河川監理員規程の一部改正） 

第６条 河川監理員規程（昭和46年岩手県訓令第17号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（河川監理員） （河川監理員） 

第２条 河川監理員は、県土整備部河川課に勤務する職員及

び次の表の左欄に掲げる部又は所に勤務する職員のうち、

それぞれ同欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める職員

をもって充てる。 

第２条 河川監理員は、県土整備部河川課に勤務する職員及

び次の表の左欄に掲げる部又は所に勤務する職員のうち、

それぞれ同欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定める職員

をもって充てる。 

 部又は所 職 員   部又は所 職 員  

 広域振興局土木

部 

部長、管理用地室長、道路河川室長、

調整課長、管理課長、河川砂防課長、

道路河川環境課長、河川港湾課長その

他の河川管理に関する事務（用地に係

る事務を除く。）を担当する職員 

  広域振興局土木

部 

部長、管理用地室長、流域治水室長、

調整課長、管理課長、河川砂防課長、

道路河川環境課長、河川港湾課長その

他の河川管理に関する事務（用地に係

る事務を除く。）を担当する職員 

 

  ［略］     ［略］   

 広域振興局土木

部のダム管理事

務所、ダム建設

事務所及び土木 

 ［略］   広域振興局土木

部のダム管理事

務所及び土木セ

ンター整備事務 

 ［略］  

 センター整備事

務所 

   所   

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （広域振興局土木関係事務処理規程の一部改正） 

第７条 広域振興局土木関係事務処理規程（昭和53年岩手県訓令第３号）の一部を次のように改正する。 



改正前 改正後 

 （備付帳簿）  （備付帳簿） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 広域振興局土木部のダム建設事務所長及び土木センター整

備事務所長は、第１項第１号から第５号まで、第10号及び第

11号に掲げる帳簿を備え付けて整理しなければならない。 

３ 広域振興局土木部土木センター整備事務所長は、第１項第

１号から第５号まで、第10号及び第11号に掲げる帳簿を備え

付けて整理しなければならない。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

第５条 広域振興局の土木部並びに土木部の土木センター、土

木センター整備事務所、ダム管理事務所及びダム建設事務所

の長は、請負工事については、工事箇所ごとの工事監督記録

簿を備え付けて整理しなければならない。 

第５条 広域振興局の土木部並びに土木部の土木センター、土

木センター整備事務所及びダム管理事務所の長は、請負工事

については、工事箇所ごとの工事監督記録簿を備え付けて整

理しなければならない。 

２ 広域振興局の土木部並びに土木部の土木センター、土木セ

ンター整備事務所、ダム管理事務所及びダム建設事務所の長

は、工事材料を支給する場合においては、工事材料受払簿を

備え付けて整理しなければならない。 

２ 広域振興局の土木部並びに土木部の土木センター、土木セ

ンター整備事務所及びダム管理事務所の長は、工事材料を支

給する場合においては、工事材料受払簿を備え付けて整理し

なければならない。 

 （他公所に対する準用）  （他公所に対する準用） 

第10条 第２条第１項第１号から第４号まで、第３条から第５

条まで及び第７条の規定は北上川上流流域下水道事務所の事

務処理について、第２条第１項第１号、第２号及び第４号、

第３条から第５条まで並びに第７条の規定は花巻空港事務所

の事務処理について、それぞれ準用する。この場合において

、これらの規定中「広域振興局の土木部長及び土木部土木セ

ンター所長」とあり、「広域振興局長（以下「局長」という

。）」とあり、「局長」とあり、及び「広域振興局の土木部

並びに土木部の土木センター、土木センター整備事務所、ダ

ム管理事務所及びダム建設事務所の長」とあるのは、「所長

」と読み替えるものとする。 

第10条 第２条第１項第１号から第４号まで、第３条から第５

条まで及び第７条の規定は北上川上流流域下水道事務所の事

務処理について、第２条第１項第１号、第２号及び第４号、

第３条から第５条まで並びに第７条の規定は花巻空港事務所

の事務処理について、それぞれ準用する。この場合において

、これらの規定中「広域振興局の土木部長及び土木部土木セ

ンター所長」とあり、「広域振興局長（以下「局長」という

。）」とあり、「局長」とあり、及び「広域振興局の土木部

並びに土木部の土木センター、土木センター整備事務所及び

ダム管理事務所の長」とあるのは、「所長」と読み替えるも

のとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（行政文書管理規程の一部改正） 

第８条 行政文書管理規程（平成11年岩手県訓令第５号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第31条関係） 別表（第31条関係） 

文書記号 文書記号 

１ 本庁 １ 本庁 

 部局等 課 等 記 号   部局等 課 等 記 号  

 ［略］     ［略］    

 総務部  ［略］  ［略］   総務部  ［略］  ［略］  

  管財課 管    管財課 管  

  総合防災室 総防       



  総務事務センター 総事    総務事務センター 総事  

      復興防災部 復興危機管理室 復危  

       復興推進課 復推  

       復興くらし再建課 復く  

       防災課 防  

       消防安全課 消安  

 ふるさと振興部  ［略］  ［略］   ふるさと振興部  ［略］  ［略］  

  科学・情報政策室 科情    科学・情報政策室 科情  

  台風災害復旧復興推進室 台       

 ［略］     ［略］    

 県土整備部  ［略］    県土整備部  ［略］   

 復興局 復興推進課 復       

  まちづくり・産業再生課 ま産       

  生活再建課 生再       

  震災津波伝承課 震伝       

 ＩＬＣ推進局  ［略］    ＩＬＣ推進局  ［略］   

  ［略］      ［略］    

 ２ 出先機関  ２ 出先機関 

 区 分 公 署 記 号   区 分 公 署 記 号  

  ［略］       ［略］     

 広域振興

局以外の 

総務部に属する

出先機関 

岩手県東京事務

所 

岩東事   広域振興

局以外の 

総務部に属する

出先機関 

岩手県東京事務

所 

岩東事  

 出先機関  岩手県消防学校 消学   出先機関     

 
  

 
 

  
 

復興防災部に属

する出先機関 

東日本大震災津

波伝承館 

東伝  

         岩手県消防学校 消学  

  政策地域部に属  ［略］     ふるさと振興部  ［略］   

  する出先機関      に属する出先機    

        関    

   ［略］       ［略］    

  県土整備部に属  ［略］     県土整備部に属  ［略］   

  する出先機関      する出先機関    

 
 

復興局に属する

出先機関 

東日本大震災津

波伝承館 

東伝   
  

   

 ［略］  ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 
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